












































































































































































































































































































































































































































































































































































































製品名 計　1月平均　　　一 計 「月平均



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































計 58，239 47．1 60，479 47．1
附帯事業営業利益 7，744 6．3 8，468 6．6




科　　目　　’＼＼㌔ 金　　　　額 構成比＼ 金　　　額 構成比I営　業　収　益 ％ ％
1。運輸業等役務収入 241，332 250，104




（2）販売費及び一般管理費 12，729 317，78192．O 12，987 321，70592．7




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































56 748 3，248■ 1．77315・57442 110
■ 2・5631＆932
57 765 3，375■ 1，742；4，18042 149 　　■2，549！　7，703
一 ■
86813，753＝58 ≡・，8・・ト192 38 200
　　■2．75418，145
59 828 4，595「 　　■1．63615，340 35 221 2，499r1O，155
5．96311，552「5，924 ■60 1，023 38 329・…1・岬・1・…1乳… 2，613i12，21761 49 566 3，196「22，320
累計≡・み・・O15・，…「・τ9771・1，3771，1582，884
■　　　　　l　　　　　l　　　　　■ 一
40，123－105，970　　□
（注）1．計数は許可・届出ぺ一ス。（金額欄の合計又は累計は端数調整のため合わないことがある。）
　　2．件数ば新規条件のみを計上。
　　3．外為法の改正により55年12月以降r不動産」は対外直接投資の範囲から除かれたため計上されていないo
　　　（合計には昭和26～55年度r不動産累計」2・538件・595百万ドルを含む。）
（出所）大蔵省r昭和61年度における対外及ぴ対内直接投費届出実籟」（昭和61年5月2昌日）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一371
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　化戦略」日本経済新閨社，昭和56年，35－66頁）。
　　他方，企業の国際化を示すひとつの指標である「対外直接投資」は，第ユ2表にみ
　るよう1こ，昭和40年代半ぼから急速に拡大傾向を示し，とくに昭和59年度には100
　億ドルを突破L，この傾向はその後の円高進行で一層加速し，昭和61年度には対前
　年度比82．7％増と過去最高を記録している。
（2）　Michael　La丘erty　and　David　Cairns，F伽α肌加1”〃θ∫　Wo7〃　∫〃〃ηψ
　λ舳刎1Rψo〃∫1980，The　Financial　Times　Business　Information　Ltd．，
　1930，p．1垂7。なお，本調査書の詳細については，平松一夫「セグメソト刷財務報告
　の経済的イソパクト」産業経理，第41巻第10号，8－9頁，を参照されたい。
（3）商事法務編集部（編）「英文アニュアル・レポート作成要領例示（下）」資料版商事
　法務，N0．9（昭和59年12月号），28－30頁，秋山純一「英文アニュアル・レポート
　事例の分析」資料版商事法務，No－22（昭和61年1月号），49－51頁，秋山純一「英
　文アニュアル・レポート作成状況」商事法務，No．1066，176頁。’
（4）Michae1Le施rty　and　David　Caims，o久o”・，P・147・また，同様の調査を
　IntemationalAccountingBu11etin誌も行っており，日本のセグメソト会計は可
　と評価され，日本企業の作成するアニュアル・リポートの水準はまだ二流であると
　総合評価されているという（「目本経済新闇」昭和59年2月25日朝刊）
（5〕中閻報告の概要については，次の文献を参照されたい。新井清光「財務惰報の充
　実に関する中間報告」税経通信，第42巻第ユ号，33－37頁，同「『中間報告』作成ま
　での審議経過と報告要旨」企業会計，第39巻第1号，11－15頁。中島富雄他「『中
　間報告』の主要論点」（座談会）企業会計，第39巻第エ号，28－45頁。
（6）例えぱ，日本会計研究学会・スタディ・グルーブ（主査・末尾一秋関西学院大学
　名誉教授）「セグメント会計」第1年度中聞報告（1984年5月24目），第2年度中間
　報告（1985年6月15日），最終年度報告（1986年7月11日）参照。
　　なお，同スタディ・グループの上記報告書は，末尾一秋編薯「セグメント会計」
　同文館，昭和62年としてまとめられている。．
（7）例えば，日本証券アナリスト協会・デ4スクロージャー研究会「企業内容ディス
　クロージャについての証券アナリストの提言」日本証券アナリスト協会，昭和61年，
　参照。
（8）拙稿「わが国におけるセグメント情報の開示問題」企業会計，第39巻第1号，64
　－68頁。
＜g）FASB，DISCUSSION　MEMORANDUM：〃α伽伽ゐげ55醐θ∫〃1αま〃まo
　F加α刎〃Rψ07脇8∫07∫昭㈱〃50ヅα肋曲棚E〃伽加㈱，May22．1974，
　pp．61－75．Skousen，KT．，、“Chronicle　of　Events　Surrounding　the　Segment
　Reporting　Issue，”∫o〃舳1oグλρco舳〃施g　R2∫吻κ乃，Autu㎜n1970，pp．293＿
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　299、
⑩　FASB，DISCUSSION　MEMORANDUM，ψ．棚リpp．14＿16．
口］）　／〃∂．，pp．56＿57、
⑫　FASB，Statement　of　Financial　Accounting　Standards　（SFAS）　No．14；
　励伽〃c｛α1Rψo〆加g∫07S昭刎θ〃sげαB郷効28∫E抑舌2ゆ〃∫εs，Dec．1976，
　Par．59．
⑬　FASB，DISCUSSION　MEMORANUM，oψ一c狙，p．16。
（14　FASB，SFAS　No・14，oψ・‘狙，par・10・
⑮　1〃∂一，pars．91－98－FASB　DISCUSSION　MEMORANUM，ψ．o北，pp．16－18．
Φθ　1肋∂リ　Par．12and　par．91．
⑪カ　∫肋広，Par．92。
⑱1ろ狐
σ9　1ろ66．，Par．12。
⑳　　1励6．，Par■13・
偉つ　1〃五，Par，12。
⑳　行政管理庁行政管理局統計主幹「日本標準産業分類」行政管理庁，昭和59年，5
　頁。
㈲　例えば，松下電器産業株式会杜の場合，パッケージタイプのニアコソとウイソド
　タイブのニアコソを製造・販売している。両者とも同種または類似の製品系列に属
　し，機能的には区分されていないと思われるが，中分類によれば，前者は29一般機
　械器具製造業に，後者は30電気機械器具製造業に区分され，また小分類によれば，
　前者は298事務用・サービス用・民生機械機具製造業に，後者は302民生用電気機
　械製造業にという全く別のセグメソトに分類される不合理性がある。
　　童た，朝日麦酒株式会杜の場合，ビール（酒料）と三ツ矢サイダー・バヤリース
　オレソジ（飲料）を製造・販売している。これらは製品の内容，販売市場が異なり，
　したがって成長性，収益性，リスクを異にすると思われるが，中分類によれば，両
　者とも13飲料・飼料・たばこ製造業という同一のセグメソトに分類される不合理性
　がある。
㈱　FASB，SFAS　No．14，oク。c狐，par．34、
鶴　　1あ｛6．，　Par．15．
鯛乃〃，Par．18．
㈲〃肱，Par．20．
⑱　日本会計研究挙会・スタディ・グループ，前掲最終年度報告，14頁。
㈲　目本経済新闘，昭和62年1月3目朝刊参照。
e◎　日本経済新聞，昭和61年11月18日朝刊参照。
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（資料）
　　　　　　　　　　　　アンケートの概要
（1）調査の目的
　本調査の目的は，企業会計審議会第一部会小委員会中間報告の趣旨を踏まえ，今後，
同審議会においてセグメソト情報の開示に関する審議を進めていくために必要な基礎資
料を得ることにあるとされている。
（2）調査対象および選定方法
1　調査対象
　情報作成者側については，有価証券報告書提出会杜（国内会杜約3，000杜）のうち，
連結財務諸表提出会杜（1，208杜）を調査対象とL，また，情報利用老側については，
金融機関，保険会杜，証券会杜，投資顧問会杜，研究機関等有価証券報告書の利用老を
調査対象としている。
2　選定方法
　まず，情報作成着側については，昭和61年12月末現在の連結財務諸表提出会杜のなか
から，次の方法によって選定されてい私
　（i）資本金200億円以上の提出会杜については，全ての連結財務諸表提出会杜を抽
　　　出する（140杜）。
　（ii）資本金100億円以上200億円未満の連結財務諸表提出会杜にっいては，業種別
　　　（有価証券報告書提出会杜名簿上の分類，78業種）に分類し，それぞれの業種ご
　　　とに2杜に1杜の割合で無作為抽出する（79杜）。
　（iii）資本金100億円未満の会杜については，上記（口）と同じ方法で無作為抽出する
　　　（478杜）。
　次に，情報利用者側については，企業会計審議会より日本証券アナリスト協会に依頼
して，同協会の法人会員（金融機関，保険会杜，証券会杜，投資顧問会杜，研究機関等
376杜）の中から当該法人の規模等を勘案した一定の基準により232杜が選定されてい
る。
（3）調査の実施およぴ実施時期
1　実施方法
　企業会計審議会が，上記（2）の2により選定した調査対象法人929杜に対Lて，rセグ
メソト情報に関するアンケート調査票」を郵送し，回答用紙へ自計記入の上，返送させ
る方法により調査を実施するとされている。なお，本調査終了後，必要に応1二てヒアリ
ソグ等の方法によって調査内蓉の補充も行うことになっている。
13？4
セグメソト会計の現状と課題 271
2　実施時期
（i）調査票の発送目　　　昭和62年6月30目
（五）調査票の回蚊期隈　　昭和62年7月31日
（4）調査内容
　情報作成者側および情報利用老側に対して，おおむね，次のような実態調査および意
識調査が行われている。
1　僑報作成者側に対する調査（32問）
　A　実態調査（21問）
　　（i）経営の多角化状況について（8問）
　　　イ　多角化状況調査の前提として，証券取引法適用連結子会杜の状況を把握する
　　　　ために，連結子会杜数ならびに当該連結子会杜のうちの証券取引法適用会杜の
　　　　数および当該子会杜の連結売上高に対する割合等
　　　口　経営の多角化状況を把握するため
　　　　（・）個別財務諸表および違結財務諸表べ一スの両面から，事業活動の内容を
　　　　　「目本標準産業分類」（大，中分類）により区分した場合の事業区分数，
　　　　（b）連緒売上高に対する在外連結子会杜の売上高合計の割合，
　　　　（・）事業活動の内容を在外子会杜の所在地域別に区分した場合の区分数，
　　　　（d）上記（・）および（b）の区分ごとの連結売上高に占める割合の分布状況，
　　　　についての調査
　　　ハ　連結売上高に対する輸出売上高が占める割合についての分布状況についての
　　　　調査
　　（ii）内部管理の状況について（8問）
　　　イ　内部管理の状況を把握するために，
　　　　（・）事業活動別（事業の種類別，親会杜および子会杜の所在地域別または市場
　　　　　別）のセグメソテーツヨソにより，売上高および営業損益等の損益状況を把
　　　　　握しているカ㍉把握しているとすれぱ，どのようなべ一ス（個別財務諸表か
　一　　連結財務諸表か）で把握しているか，
　　　　（b）上記（・）で事業活動別のセグメソテーシ昌ンを行っていると回答した会杜は，
　　　　　製品別，製品系列別，親会杜および子会杜の所在地域別等のいずれによって
　　　　　行っているか，また損益情報としてどのような数値を把握しているか，
　　　　（・）事業活動別の損益情報の把握は，事業単位（事業部，支店，営業所等）別
　　　　　にも行っているか，行っている場合には，どのようた事業単位に基づいてい
　　　　　るか，
　　　　についての調査。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13？5
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　　　口　連結子会杜の内部管理の状況を把握するための調査。
　　ハ　有価証券報告書の「営業の状況」中「販売実績」に記載されている製品（商
　　　晶）の品目別販売実績の記載区分についての調査。
　（iii）外国向げセグメソト情報の開示状況等について（5問）
　　イ　外国に提出している財務書類においてセグメソト情報を開示Lているか否か
　　　にっいての調査
　　　ロ　セグメソト情報を開示している場合の当該開示情報の種類および具体的内容
　　　についての調査。
　　ハ　外国企業が海外で開示しているセグメソト情報に関する利用状況および利用
　　　項目についての調査。
B　意識調査（11問）
　　連結財務諸表べ一スでのセグメソト情報開示の制度化を前提にして，制度化する
　　ことにLた場合に，開示すべきセグメソト情報の種類および具体的内容，セグメソ
　テーシ目ンの基準，重要性の判断基準等についての調査。
2　情報利用者側に対する調査（20問）
C　実態調査（6問）
　（i）　セグメント1青報の利用状況について，利用の程度，情報の入手方法，利用し
　　　ている情報のべ一ス（個別財務諸表か連結財務諸表か），利用している情報の
　　　種類および内容等についての調査。
　（ii）入手したセグメソト情報の利用目的についての調査。
D　意議調査（14問）
　連結財務諸表べ一スでのセグメソト情報開示の制度化を前提にして，
　（i）セグメソト清報の有用性およびこれらの理由，
　（ii）制度化する場合のセグメソト清報の種類および開示内容，
　（iii）利用考が必要最低隈有用と考えるセグメソトの分類基準
　（iV）重要性の判断基準，
　等についての調査。
〈付記〉　本稿をまとめるにあたり，大蔵省証券局企業財務課企画係長・兼田克幸氏か
ら資料の提僕等のご協力をいただいた。ここに記して深く感謝申し上げる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（昭和62年9月18日稿）
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